
統計データでみる福島県経済

第　２　章



　 令和元（平成３１）年の百貨店・スーパー販売額は、全店舗ベースで総額２,５０９
億４５百万円、前年比０.５％減となり、前年を下回った。既存店ベースの前年比は
２.０％減となり、３年連続で前年を下回った（図2-1-1）。

 販売店別にみると、百貨店の販売額は２７６億円、前年比７.７％減となり、６年連
続で前年を下回った（図2-1-2）。

 　スーパーの販売額は全店舗ベースで２,２３３億６７百万円、前年比０.５％増とな
り、２年連続で前年を上回った。既存店ベースでは、前年比１.２％減となり３年連続
で前年を下回った（図2-1-3）。

１年間の推移をみると、百貨店の販売額は消費税の増税前の駆け込み需要により
９月は前年同期を上回ったが、年間を通して低調な動きであった。スーパーの販売
額は２月、７月、１０月及び１２月以外の月で前年を上回って推移した（図2-1-4）。

商品別販売額をみると、衣料品と身の回り品が、天候不順の影響などにより年間を
通して低調な動きとなり、ほとんどの月で前年同月を下回った。（図2-1-5）。

第２章　統計データでみる福島県経済

（１）　百貨店・スーパー販売額

第２章　統計データでみる福島県経済

１　個人消費

【百貨店・スーパー販売額(旧大型小売店販売額）】
調査対象となる百貨店３店とスーパー９８店(令和元年12月末現在）の総販売金額です。既存店
ベースの前年同月比とは、前年同月も調査の対象であった店舗のみを比較するものです。過去１
年間に開・廃業した店舗の販売額は除かれているので、前年と同一条件で消費動向をみることがで
きます。
なお、平成２７年７月分から、家電大型専門店、ドラッグストア、ホームセンターとの重複是正を
行ったため、平成２７年６月分以前の月間販売額などとの間に不連続が生じています。なお、前年
(同期・同月)比は、ギャップ調整のためリンク係数で処理した数値で計算しています。
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備考１ （資料：経済産業省「商業動態統計」より作成。）

１　個人消費

図2-1-1 百貨店・スーパー販売額及び前年比（百貨店＋スーパー）

図2-1-4　百貨店・スーパー販売額前年同月比（百貨店及びスーパー）

図2-1-5　商品別販売額前年同月比（全店舗ベース）（百貨店＋スーパー）

図2-1-2　百貨店販売額及び前年比 図2-1-3　スーパー販売額及び前年比

【 指標は Ｐ.60～Ｐ.62 に掲載 】
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（参考）　専門量販店販売額
　  令和元（平成３１）年の家電大型専門店販売額は、総額約５０５億８９百万円、前年
比４.４％増となり５年振りに前年を上回った。
　ドラッグストア販売額は、総額約９５０億５８百万円、前年比７.６％増となり、５年連続
で前年を上回った。
　ホームセンター販売額は、総額約６７９億９０百万円、前年比０.３％増となり２年振り
に前年を上回った（図2-1-8、図2-1-9）。

１年間の推移をみると、家電大型専門店とホームセンターは、８月から１０月に消費税
の増税に伴う駆け込み需要と反動が見られたが、約半数の月で前年同月を上回った。
ドラッグストアは年間を通して好調を維持した。（図2-1-10）。

第２章　統計データでみる福島県経済

（２）　コンビニエンスストア販売額

　 令和元（平成３１）年のコンビニエンスストア販売額は、総額約２,１０４億７百万円、
前年比１.４％増となった（図2-1-6）。

１年間の推移をみると、夏場の天候不順に伴う消費の落ち込みがみられた月があっ
たものの、８割程度の月で前年を上回った（図2-1-7）。

【専門量販店販売額】
家電大型専門店、ドラッグストア、ホームセンター販売額は、商業動態統計において、平成２６年１
月分から「専門量販店販売統計」として開始された統計です。家電大型専門店は比較的高額な耐
久財を扱っていたり、ドラッグストアやホームセンターは家庭用品や日用雑貨等多品目を扱ってい
たりと消費者の生活にあわせた商品を販売しているため、消費動向をみるうえで注目される指標と
なってきています。

【コンビニエンスストア販売額】
商業動態統計の業態別販売額では、百貨店・スーパー販売額に次ぐ規模であり、消費者に身近
な店舗として存在感を増しています。平成２７年７月分から都道府県別に販売額が公表となりました。
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備考１ （資料：経済産業省「商業動態統計」より作成。）

１　個人消費

図2-1-6コンビニエンスストア販売額及び前年比

図2-1-8　専門量販店販売額 図2-1-9　専門量販店販売額前年比

図2-1-7　コンビニエンスストア販売額前年同月比

図2-1-10　専門量販店販売額前年同月比

【 指標は Ｐ.63 に掲載 】
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第２章　統計データでみる福島県経済

（３）　乗用車新規登録台数

 令和元（平成３１）年の乗用車新規登録台数は７０,６８８台、前年比１.４％増と

なり、３年振りに前年を上回った（図2-1-11、図2-1-12）。

　 車種別の登録台数と、前年比への寄与度をみると、普通自動車 （ ３ナンバー ）

 は２３,８７８台 （寄与度＋０.７％ ） 、小型自動車（５ナンバー）は２１,２０２台

（同▲０.６％）、軽自動車（660cc以下）は２５,６０８台（同＋１.４％）となり、小型自動

車は下降に寄与し、普通自動車及び軽自動車は上昇に寄与した（図2-1-11、

図2-1-12）。

　 車種別の登録台数占有率をみると、小型自動車（３０.０％）は前年から縮小し、

普通自動車（３３.８％）及び軽自動車（３６.２％）は前年から拡大した（図2-1-13）。

　 １年間の推移をみると、第２四半期までは３月及び６月を除き好調に推移し、また、

９月は消費税引き上げ前の駆け込み需要により大幅に前年を上回ったが、１０月は

その反動により、大幅に前年を下回った。（図2-1-14）。

【乗用車新規登録台数】
乗用車の購入により、運輸支局及び軽自動車検査協会に登録された台数です。耐久消費財の販売動
向を消費側からとらえた統計です。自動車を購入した際には必ず登録をするため網羅性があり、速報性
もあります。3月や9月の決算期には台数が多くなるなど、顕著な季節性があります。
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備考１

図2-1-12　乗用車新規登録台数前年比及び車種別寄与度 図2-1-13　年別車種別登録台数占有率

図2-1-14 乗用車新規登録台数及び前年同月比

（資料：東北運輸局、全国軽自動車販売協会より作成。）

１　個人消費

図2-1-11 乗用車新規登録台数
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令和元（平成３１）年の新設住宅着工戸数は１１,０４３戸、前年比１３.５％減となり、

３年連続で前年を下回った（図2-2-1、図2-2-2）。

種類別の戸数と、前年比への寄与度をみると、持家は５,１７３戸（寄与度▲５.６％）、

貸家は３,４１９戸（同▲９.０％）、給与住宅は７１戸（同▲０.９％）、分譲住宅は

２,３８０戸（同＋２.１％）となり、分譲住宅を除くすべての種類で下降に寄与した。

特に貸家は、復興需要の落ち着きにより着工減少となり、寄与度が最も大きくなっ

た。（図2-2-1、図2-2-2）。

１年間の推移をみると、６月、９月、１０月を除くすべての月で前年を下回った。特に

１月、７月、８月は大きな減少となっている。（図2-2-3）。

 地域別にみると、県北地域３,１０７戸(前年比＋０．２％）の１地域は前年から増加、

県中地域３,０６６戸（同▲７.４％）、県南地域７９０戸（同▲３.８％）、会津地域９６１戸（

▲１５.７％）、相双地域１,４７３戸（同▲２５.２％）及びいわき地域１,６４６戸(同▲３１.

９％）の５地域は前年から減少した（図2-2-4、図2-2-5）。

第２章　統計データでみる福島県経済

（１）　新設住宅着工戸数

２　建設需要

【新設住宅着工戸数】
家やマンションを建てる時に、建築主から都道府県知事にその旨を届けた戸数を集計したもので、
住宅投資の動きを示す代表的な指標です。進捗ベースではなく、着工ベースの指標のため速報性
があります。所得・地価・建築費・金利などに敏感に反応して動きます。また、政府の景気対策で「住
宅ローン減税」のような政策の影響も受けます。

－20－



（資料：福島県建築指導課「福島県新設住宅の着工戸数」より作成。）

２　建設需要

　図2-2-1　新設住宅年次着工戸数 　　図2-2-2　前年比及び種類別寄与度

図2-2-5　新設住宅着工戸数（地域別）前年比

備考１

備考１ （資料：国土交通省「住宅着工統計」より作成。）

図2-2-4　新設住宅着工戸数（地域別）

図2-2-3　新設住宅月次着工戸数及び前年同月比
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※公共工事請負金額は四捨五入して記載しているため、内訳と合計は一致しない。

第２章　統計データでみる福島県経済

（２）　公共工事請負金額

令和元（平成３１）年の公共工事請負金額は、６,５７２億円、前年比４.９％増となり、

３年振りに前年を上回った（図2-2-6、図2-2-7）。

１年間の推移をみると、第３四半期を除いた各四半期で前年を上回り、月次推移で

も振れを伴いつつ、年の半数以上の月で前年を上回った（図2-2-8）。

　【発注者別の請負金額及び寄与度】

◆国の機関（国･独立行政法人等)は、２,８７７億円（寄与度▲０.４％）となった （図2-2-6、図

2-2-7）。

国は２,５５５億円（同＋０.４％）、中間貯蔵施設工事などの除染関連工事等もあり、

年間で前年を上回った。

独立行政法人等は３２２億円（同▲０.７％）、高速道路の整備やインターチェンジ工

事が進捗しているものの、前年を下回った。

◆地方の機関(県･市町村･地方公社等)は、３,６９５億円（寄与度＋５.３％）（※）となった

（図2-2-6、図2-2-7）。

　 県は１,７３６億円（同＋０.６％）、前年を上回った。

市町村は１,８４５億円（同＋４.２％）、復興拠点建設工事等が進んでおり、前年を上

回った。

　 地方公社・その他が１１４億円（同＋０.５％）、前年を上回った。

【公共工事請負額】
国、地方公共団体、独立行政法人等が発注した公共工事のうち、保証事業会社の保証による
公共工事について、保証事業会社が請負金額を取りまとめて集計したもので、発注者ごとに分
かります。
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図2-2-6　公共工事請負金額（発注者別） 図2-2-7　前年比及び発注者別寄与度

備考１ （資料：東日本建設業保証株式会社「公共工事前払金保証統計」より作成。）

備考１ （資料：東日本建設業保証株式会社「公共工事前払金保証統計」より作成。）

図2-2-8　公共工事請負金額（発注者別）及び前年同月比

２　建設需要

図１５－１　公共工事請負金額（国の機関） 図１６－１　公共工事請負金額（地方の機関）

【 指標は Ｐ.67に掲載 】
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※工場立地件数は福島県工業開発条例に基づく工場設置届出件数による集計であり、上記の
「建築着工統計」と集計範囲が異なります。

第２章　統計データでみる福島県経済

（３）　業務用建築物着工工事費

（参考１）　工場立地件数等の状況

令和元（平成３１）年の業務用建築物着工工事費は１,２３５億３０百万円、前年比
１９.８％減となり、２年連続で前年を下回った（図2-2-9）。

１年間の推移をみると、月々に振れを伴いながら７月以降は前年を下回って推移し
た（図2-2-11）。

 業種別の着工工事費をみると、製造業が最も多く３４１億４７百万円、次いで医療・福
祉が１５２億１７百万円、卸売業・小売業が１５０億６百万円などとなった
（図2-2-12）。
　 なお、業務用建築物着工延床面積は６９０千㎡、前年比１５.４％減となった
（図2-2-10）。

 　令和元（平成３１）年の福島県内工場立地件数をみると、県全体では７６件で、
昨年と同数であった。このうち、「津波・原子力災害被災地域雇用創出企業立地
補助金」や「自立・帰還支援雇用創出企業立地補助金」、「ふくしま産業復興企
業立地補助金」などの企業立地補助金の活用は、４０件にのぼり、立地件数の半
数を超えている。
　地域別の工場立地件数では、県中地域が２２件で最も多く、次いで県北地域及
び相双地域が１３件、会津地域及びいわき地域が１１件、県南地域が６件となった。
県中地域、会津地域、いわき地域で前年から増加している(図参考1)。
　 これに伴う雇用計画人員状況をみると、県中地域の７０１人が最も多く、次いで
いわき地域の３８０人、県北地域の２９３人、相双地域の２９２人、会津地域の１８４
人、県南地域の１７０人となった。県南地域及び会津地域を除くすべての地域で
前年から増加した(図参考2)。

【業務用建築物着工工事費】
建築主が建築物を建築しようとする場合は、その旨を都道府県知事に届けなければならず、この届
出をもとに集計したものが建築物着工統計です。進捗ベースではなく、着工ベースの指標のため速
報性があります。「業務用」とは、全建築物から居住専用と居住産業併用を除いたもので、企業の設
備投資を反映します。
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（資料：国土交通省「建築着工統計」より作成。）

備考１ （資料：福島県企業立地課「工場立地状況について」より作成。）

備考１

２　建設需要

図参考1　工場立地件数(地域別） 図参考2　雇用計画人員の状況

図2-2-12　業種別業務用建築物着工工事費

図2-2-9　業務用建築物着工工事費及び前年比

図2-2-11　業務用建築物着工工事費及び前年同月比

図2-2-10　業務用建築物着工延床面積及び前年比

【 指標は Ｐ.67、Ｐ.92に掲載 】
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第２章　統計データでみる福島県経済

（１）　鉱工業指数（総合）

３　生産活動

 令和元（平成３１）年の鉱工業生産指数（原指数）は９４．５、前年比４.９％減となり、３

年振りに前年を下回った（図2-3-1、図2-3-2）。

生産指数（季節調整値）の１年間の推移をみると、 上半期の指数はおおむね９０台後

半で推移していたが、下半期はおおむね９０台前半で推移した（図2-3-3、図2-3-4）。

業種別寄与度をみると、はん用・生産用・業務用機械工業や輸送機械工業などが

下降に寄与し、総合で前年を下回った（図2-3-5）。

 令和元（平成３１）年の鉱工業出荷指数（原指数）は．９７．1、前年比６.１％減となり、

３年振りに前年を下回った（図2-3-1、図2-3-2）。

 出荷指数（季節調整値）の１年間の推移をみると、上半期の指数はおおむね１００台前

半で推移していたが、下半期はおおむね９０台前半から８０台後半で推移した

（図2-3-3、図2-3-4）。

業種別寄与度をみると、化学工業が上昇に寄与したものの、電気機械工業やはん

用・生産用・業務用機械工業などが下降に寄与し、総合で前年を下回った（図2-3-6）。

 令和元（平成３１）年の鉱工業在庫指数（原指数）は１１６．６、前年比１８．１％増とな

り、２年連続で前年を上回って推移した（図2-3-1、図2-3-2）。

在庫指数（季節調整値）の１年間の推移をみると、１０月を除いて指数が１１０を上回っ

て推移した（図2-3-3、図2-3-4）。

業種別寄与度をみると、電気機械工業や情報通信機械工業などが下降に寄与した

ものの、電子部品・デバイス工業やはん用・生産用・業務用機械工業などが上昇に寄

与し、総合で前年を上回った（図2-3-7）。

【鉱工業指数】
鉱工業製品の生産量、出荷量、在庫量を基準年を１００として（平成２７年=１００）指数化したものです。好況

時にはモノがよく売れ、企業が製品を増産するため生産、出荷とも上昇します。景気が悪化してくるとモノが売

れなくなるため出荷の減少、在庫の増加局面を経て生産の減少に至ります。

－26－



（資料：福島県統計課「鉱工業指数月報」より作成。）

図2-3-7　業種別寄与度
【在庫】

備考１

備考１

３　生産活動

（資料：福島県統計課「鉱工業指数月報」より作成。）

図2-3-1　鉱工業指数（年次、原数値） 図2-3-2　鉱工業指数（原数値）前年比

図2-3-4　鉱工業指数前月比（季節調整値）図2-3-3　鉱工業指数（月次、季節調整値）

図2-3-5　業種別寄与度
【生産】

図2-3-6　業種別寄与度
【出荷】

【 指標は Ｐ.68～Ｐ.76に掲載 】

鉱工業指数(生産・出荷・在庫）の推移

鉱工業指数(生産・出荷・在庫）の業種別寄与度の推移【原指数】
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（参考２）　鉱工業生産財別生産指数

第２章　統計データでみる福島県経済

（参考１）　鉱工業指数（原指数）

 　鉱工業指数（原指数）の１年間の推移をみると、生産指数及び出荷指数は、

８３．２から１１７．０の間で振れを伴いながら推移した。

　 在庫指数は、１月から１２月まで１００を上回って推移し、前年同月比はすべて

の月で前年を上回った（図参考1）。

 　鉱工業生産財別生産指数の動きを寄与度でみると、建設材が上昇に寄与し、

他は下降に寄与した（図参考2）。

令和元（平成３１）年の在庫循環図で生産活動の動きをみると、前年から続く在

庫増加の傾向に加え、生産に弱い動きが見られたため、第１四半期（１～３月）

は、在庫積み上がり局面（景気後退初期）となった。

第２四半期以降は、在庫減少の動きに転じるとともに生産の弱い動きが続き、第

４四半期には、在庫調整局面（景気後退期）となった（図参考3）。

（参考３）　在庫循環図（原指数）

【在庫循環図】
企業は、将来の需給見通しや物価、金利などをにらみながら、在庫量をコントロールします。そ
の結果、景気の局面ごとに「意図せざる在庫減局面」→「在庫積み増し局面」→「在庫積み上が
り局面」→「在庫調整局面」と在庫循環が起こります。
なお、循環の方向は、時計の針の動きとは反対になることが多いと言われています。

【財別分類】
●最終需要財 （生産活動から離れて最終製品となるもの）
○投資財・・・資本形成に向けられるもの
・資本財・・・設備投資に向けられるもの（医療器具、金型等）
・建設財・・・建設投資に用いられるもの（コンクリート、橋りょう等）

○消費財・・・家計で消費されるもの
・耐久消費財・・・想定耐用年数が１年以上のもの（デジタルカメラ、携帯電話等）
・非耐久消費財・・・想定耐用年数が１年未満で、比較的購入単価が安いもの（食料品、着衣等）

●生産財 （原材料・燃料として生産活動に再投入されるもの）
○鉱工業用生産財・・・鉱工業の生産工程に再投入されるもの（自動車車体部品、半導体部品等）
○その他生産財・・・鉱工業以外の生産活動に再投入されるもの（農薬等）
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３　生産活動

図参考1　鉱工業指数（原指数）の推移

図参考2　鉱工業生産財別
　　　　　　生産指数寄与度

図参考3　在庫循環図（原指数）の動き

備考１

備考１ （資料：福島県統計課「鉱工業指数月報」より作成。）

（四半期値のⅠ期は１～３月期、Ⅱ期は４～６月期、Ⅲ期は７～９月期、Ⅳ期は10～12月期。）

３

２ （生産指数、在庫指数は四半期平均値。）

（資料：福島県統計課「鉱工業指数月報」より作成。）
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第２章　統計データでみる福島県経済

（１）　新規求人倍率

４　雇用・労働

 令和元（平成３１）年の新規求人倍率（原数値）は２.０４倍、前年差０.０１ポイント上昇

し、３年連続で前年を上回った（図2-4-1）。

新規求人数は年間平均で１４,９７０人、前年比２.９％減となり、２年連続で前年を下

回った。新規求職申込件数は年間平均で７,３４２件、前年比３.１％減となり、８年連続

で前年を下回った（図2-4-2）。

地域別の新規求人倍率（原数値）をみると、最も高い倍率は相双地域で２.９３倍とな

り、次いでいわき地域が２.１７倍、県中・県南地域が２.１１倍、県北地域が１.７８倍、会

津地域が１.７１倍となった（図2-4-3）。

新規求人倍率（季節調整値）の１年間の推移をみると、１月の２.０１倍から始まり､振れ

を伴いつつも、倍率が２倍程度の極めて高い水準で推移した（図2-4-4）。

【新規求人倍率と有効求人倍率】
「新規求人」とは、当月受け付けた求人を指し、前月から未充足のまま繰り越された求人と新規
求人を合わせたものを「有効求人」といいます。同様に、「新規求職」は当月受け付けた求職を
いい、「有効求職」は前月から繰り越された求職と新規求職の合計です。有効求人倍率が低いと
求職者の割には求人数が少なく雇用情勢が悪化しており、反対に倍率が高いと雇用情勢が良
いことを示します。雇用情勢の最新の動きをみるには新規求人倍率をみます。なお、求人倍率
は、求人数÷求職者数となりますが、通常公表されている求人倍率は季節調整値のため一致し
ません。

－30－



４　雇用・労働

図2-4-1　新規求人倍率（原数値） 図2-4-2　新規求人数、新規求職者数及び前年比

図2-4-3　地域別新規求人倍率（原数値）

備考１ （資料：福島労働局職業安定部「公共職業安定所業務取扱月報」より作成。）

図2-4-4　新規求人倍率(季節調整値）月次

【 指標は Ｐ.77に掲載 】
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第２章　統計データでみる福島県経済

（参考１）　職業別有効求人倍率等の状況

（２）　有効求人倍率

令和元（平成３１）年の有効求人倍率（原数値）は１.５１倍、前年と同値であった（図2-

4-5)。

　令和元（平成３１）年の有効求人数は年間平均で４１,５４７人、前年比１.９％減とな

り、２年連続で前年を下回った。有効求職者数は年間平均で２７,４９０人、前年比２.

０％減となり、２年連続で前年を下回った（図2-4-6）。

　地域別の有効求人倍率（原数値）をみると、最も高かったのは、相双地域で２.４４倍、

次いでいわき地域が１.６０倍、県中・県南地域が１.５３倍、会津地域が１.３１倍、県北地

域が１.３０倍となった。また、有効求人倍率の最も高い相双地域と最も低い県北地域と

の地域間格差は１.１４ポイントとなり、前年の１.０１ポイントから拡大した（図2-4-7)。

有効求人倍率（季節調整値）の１年間の推移をみると、１月の１.５１倍から始まり、その後

はほぼ横ばいで推移しながらも、高水準を維持した（図2-4-8）。

　 令和元（平成３１）年の職業別有効求人倍率をみると、復興関連需要などを背

景に、専門・技術(建築・土木技術者、医療技術者など）、サービス（介護サービス

など）、保安（道路誘導員など）、建設・採掘などの職業で引き続き高倍率となっ

た。その一方で、事務や運搬・清掃等の職業では１.００倍を下回っており、職業間

のミスマッチは依然として続いている(図参考１)。
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（資料：福島労働局職業安定部「公共職業安定所業務取扱月報」より作成。）

備考１

図2-4-6　有効求人数、有効求職者数及び前年比

４　雇用・労働

  図2-4-5　有効求人倍率（原数値）

（資料：福島労働局職業安定部「公共職業安定所業務取扱月報」より作成。）

図2-4-7　地域別有効求人倍率
（原数値）

図2-4-8　有効求人倍率（季節調整値）月次

備考１

図参考１　職業別有効求人倍率、有効求職者・有効求人数年平均（パートを含む常用）

【 指標は Ｐ.78に掲載 】
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第２章　統計データでみる福島県経済

（３）　雇用保険受給者実人員

（参考１）　企業整備件数及び人員整理状況

 令和元（平成３１）年の雇用保険（基本手当基本分）受給者実人員は年間平均で

５,７１７人、　前年比３.４％減となり、２年連続で前年を下回った。(図2-4-9)。

四半期平均をみると、雇用保険（基本手当基本分）受給者実人員は、第４四半期を

除き前年同期を下回って推移した（図2-4-10）。

 　令和元（平成３１）年の企業整備件数は６３件で前年比７.４％減、人員整理は
１,５６４人で前年比３.２％減となった(図参考1)。

（参考２）　雇用調整助成金等に係る休業・教育訓練実施計画受理状況

令和元（平成３１）年の雇用調整助成金等に係る休業・教育訓練実施計画受理状
況は、件数が２６１件で前年比１０７.１％増、人員が６,６４１人で前年比１６１.８％増と
なった（図参考2）。

【企業整備件数及び人員整理状況】
企業が事業の継続が思わしくないことを理由に再構築（リストラ）を行うことで、事業の継続を図るため
の人員整理を行った企業件数及び人員整理人数のうち１０人以上の案件を各公共職業安定所調べ
により集計したものです。

【雇用調整助成金等に係る休業・教育訓練実施計画受理状況】
雇用調整助成金とは、企業景気の変動、産業構造の変化その他の経済上の理由により、事業活動
の縮小を余儀なくされた事業主が、その雇用する労働者を一時的に休業、教育訓練又は出向をさせ
た場合に、手当若しくは賃金等の一部を助成するもので、助成金の申請前に公共職業安定所に提
出された「休業等実施計画届」の受理状況を集計したものです。

【雇用保険受給者実人員】
雇用保険の被保険者が離職後、再就職先が見つからないために失業等給付を受け取っている人
の数です。失業動向を示すもので、受給者の増加は雇用情勢の悪化を示します。景気の動きと逆に
動きます。
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備考１ （資料：福島労働局職業安定部「最近の雇用失業情勢」より作成。）

４　雇用・労働

図2-4-9　雇用保険受給者実人員(年間平均)

（資料：福島労働局職業安定部「雇用失業情勢」より作成。）

（四半期値：Ⅰ期は１～３月、Ⅱ期は４月～６月、Ⅲ期は７月～９月、Ⅳ期は10月～12月）

備考１

2

図参考1　企業整備件数及び人員整理状況 図参考2　雇用調整助成金等に係る実施計画受理状況

図2-4-10　雇用保険受給者実人員(四半期平均)

【 指標は Ｐ.78～Ｐ.79に掲載 】
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第２章　統計データでみる福島県経済

（４）　現金給与総額指数

 　令和元（平成３１）年の現金給与総額指数（事業所規模５人以上）は９９.７、前年比
２.４％増となり、５年振りに前年を上回った（図2-4-11）。

１年間の推移をみると、１月から１２月まですべての月で前年を上回って推移した（図
2-4-11）。

また、産業別でみると、建設業は２年連続で、医療・福祉業は３年振りに前年を上
回ったが、製造業は２年連続で前年を下回った（図2-4-12）。

令和元（平成３１）年の所定外労働時間指数は８５.２、前年比６.６％減となり、２年
振りに前年を下回った（図2-4-13）。

１年間の推移をみると、すべての月で前年を下回り、減少傾向となっている
（図2-4-13）。

また、産業別でみると、建設業は４年連続で、製造業は３年振りに、医療・福祉業は
４年振りに前年を下回った（図2-4-14）。

（５）　所定外労働時間指数

【所定外労働時間指数】
所定外労働時間とは、残業や早出・休日出勤などのことです。これを基準年を100として（現在は平
成27年=100）指数化したものです。景気が良くなると、生産活動が活発化し、残業時間の増加で対応
することから、景気に敏感に反応します。

【現金給与総額指数】
現金給与総額とは、賃金、給与、手当、賞与など労働の対価として使用者が労働者に支払ったも
のをすべて合計したもので、所得税、社会保険料等を差し引く前の金額です。これを基準年を１００
として（現在は平成27年=100）指数化したものです。一般に、賞与のある６、７月や１２月は指数が高くな
る季節性があるため、前年同月比でみることが必要です。

－36－



備考１ （資料：福島県統計課「福島県の賃金、労働時間及び雇用の動き」より作成。）

図2-4-13　所定外労働時間指数及び前年比

図2-4-14　産業別の所定外労働時間指数及び前年比（参考・抜粋）

４　雇用・労働

図2-4-11 現金給与総額指数及び前年比

図2-4-12　産業別の現金給与総額指数及び前年比(参考・抜粋)

【 指標は Ｐ.79～P80に掲載 】
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（７）　パートタイム労働者比率
 令和元（平成３１）年のパートタイム労働者比率は２５.０％、前年差０.９ポイント上昇
となり、２年連続で前年を上回った（図2-4-17）。

 常用労働者数は６５７,５８７人、前年差１０,６４８人増、２年振りに前年を上回った。こ
のうち一般労働者数は４９３,４８０人、前年差２,４８９人増となり、２年振りに前年を上
回った。また、パートタイム労働者数は１６４,１０７人、前年差８,１５９人増となり、２年連
続で前年を上回った（図2-4-18)。

１年間の推移をみると、年間を通して２４～２５％程度で推移し、ほぼ横ばいでの動き
となった（図2-4-17）。

令和元（平成３１）年の常用雇用指数は１０３.５、前年比１.７％増となり、５年連続で

前年を上回った（図2-4-15）。

年間の推移をみると、すべての月で前年を上回って推移し、産業別では、建設業は

３年振りに前年を下回ったが、製造業は３年振りに、医療・福祉業は３年連続で前年を

上回った（図2-4-15、図2-4-16）。

（６）　常用雇用指数

第２章　統計データでみる福島県経済

【パートタイム労働者比率】
パートタイム労働者比率とは、調査期間末のパートタイム労働者数を常用労働者数（当月末労働者
数）で除して作成したものです。

【常用雇用指数】
常用雇用者とは、事業所に雇われている人の数で、一般労働者のほかパートタイム労働者を含
みます。これを基準年を100として（現在は平成２７年=100）指数化したものです。求人や求職のような希
望の数を表すものと違って、実際に雇われている雇用情勢の実態を表します。
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備考１

図2-4-17　パートタイム労働比率及び前期(年・月)差

　　図2-4-18　常用労働者数、パートタイム労働者数（参考）

４　雇用・労働

（資料：福島県統計課「福島県の賃金、労働
時間及び雇用の動き」より作成。）

図2-4-15　常用雇用指数及び前年比

図2-4-16　産業別の常用雇用指数及び前年比(参考・抜粋)

【 指標は Ｐ.80に掲載 】
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 令和元（平成３１）年の国内企業物価指数（総平均）は１０１.５、前年比０.２％増とな

り、３年連続で前年を上回った（図2-5-1､図2-5-2）。

大類別の状況をみると、「工業製品」、「鉱産物」及び「電力・都市ガス・水道」が上昇

し、「農林水産物」及び「スクラップ類」が下降した。

上昇に最も寄与したのは「電力・都市ガス・水道」で、原油価格の上昇や消費税率

引き上げの影響を受けたことから上昇した（図2-5-1､図2-5-2）。

１年間の推移をみると、国内企業物価指数（総平均）は６月から１０月以外の月で前

年を上回った（図2-5-3）。

需要段階別をみると、海外市況を反映しやすい「素原材料」は、上半期はプラスで

推移したものの下半期はマイナスで推移した。「中間財」や「最終財」においては年間

を通して緩やかな動きが続き、マイナスとなる月が多かった （図2-5-4）。

さらに、「最終財」を用途別にみると、資本財は緩やかな動きが続いたものの、下半

期はマイナスで推移した。耐久消費財は、すべての月でマイナスで推移した。また、非

耐久消費財は３月から５月以外の月でマイナスで推移した（図2-5-5）。

第２章　統計データでみる福島県経済

（１）　国内企業物価指数

５　物価

【国内企業物価指数】
出荷や卸売り段階での企業間の取引価格の動きを示す指標で、景気動向に敏感に反応します。
景気が過熱してモノの需給が引き締まると、企業物価は上昇し、逆に不況期には下落します。日本
は原材料を多く輸入に依存しているため、海外市況や為替相場に左右されやすい側面もあります。
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（資料：日本銀行「企業物価指数」より作成。）

（県レギュラーガソリン）（資料：資源エネルギー庁「石油
製品価格調査」より作成。）毎月第２月曜の値

（WTI原油）（資料：日本経済新聞社「内外商品相場」よ
り作成。）月間平均値

備考２

　令和元（平成３１）年はＷＴＩ原油価格でみると
５３～６４ドル/バレル程度で推移し、年末には
５８.８７ドル/バレルとなった。
レギュラーガソリン価格では一時１５０円/Ｌを
上回ったが、年末には１４８.５円/Ｌとなった
（図参考１）。

備考１

図2-5-3　国内企業物価指数（総平均）前年同月比

図2-5-4　国内企業物価指数（需要段階別）前年同月比 図2-5-5　国内企業物価指数（最終財用途別）前年同月比

備考１

５　物価

図2-5-2　大類別寄与度及び前年比(総平均)図2-5-1　国内企業物価指数（総平均及び大類別）

【 指標は Ｐ.81に掲載 】

図参考1 レギュラーガソリン価格（県）、原油価格（WTI）の推移
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第２章　統計データでみる福島県経済

（２）　福島市消費者物価指数

  令和元（平成３１）年の福島市消費者物価指数（総合）は１０１.９、前年比０.７％増
となり、３年連続で前年を上回った（図2-5-6、図2-5-7）。
「生鮮食品を除く総合」は１０１.８、前年比０.９％増となり、３年連続で前年を上回っ
た。
「生鮮食品及びエネルギーを除く総合」は１０１.６、前年比０.８％増となり、２年連続
で前年を上回った。
「食料（酒類を除く）及びエネルギーを除く総合」は１００.８、前年比０.７％増となり、３
年振りに前年を上回った（図2-5-6､図2-5-7）。

消費者物価指数の主要な費目別指数の推移をみると、「交通・通信」及び「教育」に
おいて下降がみられた。その一方で、「食料」は６年連続で上昇、「光熱・水道」は３年
連続で上昇、「教養娯楽」は２年連続で上昇、「家具・家事用品」及び「被服及び履物」
は２年振りの上昇となっている（図2-5-8）。

１年間の推移をみると、消費者物価指数（総合）は、エネルギー価格や宿泊代の上
昇及び消費税率の引き上げにより、１年を通して上昇傾向で推移した（図2-5-9）。

費目別寄与度をみると、「教育」は約７割の月で、「住居」及び「交通・通信」は３割か
ら４割の月で下降に寄与したものの、「食料」及び「被服及び履物」は年間を通して上
昇に寄与した（図2-5-10）。

【消費者物価指数】
消費者が平均的に購入する商品やサービスを基準年を100（現在は平成27年=100）と固定して、物
価がどのように変化しているかを指数化したものです。また、生鮮食品は天候などの要因によっ
て価格が大幅に変動するため、他の商品やサービスの価格動向が見えにくくなるので「生鮮食
品を除く総合」でみることもあります。また、税制や社会保障制度の変更や原油等のエネルギー
価格の動向が影響を及ぼすことがあります。
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図2-5-10　費目別寄与度及び前年同月比

備考１ （資料：総務省統計局「消費者物価指数」より作成。）

　　　　図2-5-9　消費者物価指数（総合）

いずれも平成２７年=１００2

５　物価

図2-5-8　主要な費目別指数（Ｈ27年=100）

図2-5-6　消費者物価指数 図2-5-7　消費者物価指数前年比

【 指標は Ｐ.82に掲載 】
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第２章　統計データでみる福島県経済

（１）　企業倒産

令和元（平成３１）年の企業倒産件数は７６件、前年比２.６％減となり、５年振りに前年

を下回った（図2-6-1）。

令和元（平成３１）年の企業倒産負債総額は１８６億９１百万円、前年比１４.７％減とな

り、６年振りに前年を下回った（図2-6-2）。

 　令和元（平成３１）年の倒産件数は平成１２年以降７番目に、負債総額は４番目に少な

い数となった。

 　倒産件数を業種別にみると、「サービス業他」が１９件で最も多く、次いで「小売業」が

１８件、「建設業」が１５件、「製造業」が１２件などとなった（図2-6-3）。

 　また、倒産件数を原因別にみると、「販売不振」が５０件で最も多く、次いで「既往のシ

ワ寄せ」が１４件、「他社倒産の余波」が４件などとなった。販売不振または既往のシワ寄

せを原因とするいわゆる「不況型倒産」は６４件となり、全体の８４.２％を占めた（図2-6-4）。

　倒産件数の１年間の推移をみると、１０月を除き、年間を通して一月あたり１０件未満と

なった（図2-6-5）。

　なお、東日本大震災関連倒産は８件（前年差０件）となった。

　一方、負債総額について、１件あたりの負債総額１０億円以上の大型倒産は２件(前年

差△２件）、従業員数２０人以上の倒産は９件(前年差＋２件）発生した。

　負債総額の１年間の推移をみると、年間を通して低水準なものの、大型倒産が６月と１０

月に発生した（図2-6-5）。

６　企業関連

【企業倒産】
法的な定義はなく、官庁統計に集計したものはありません。民間信用調査機関ごとに定義を設け
て集計しています。「法的整理（破産や会社更生手続、民事再生手続等）」と「任意整理（銀行取引停止処分、
内整理）」の大きく２つに分けることができます。
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備考１ （資料：東京商工リサーチ（郡山支店・福島支店）「福島県企業倒産状況」より作成。）

図2-6-4　原因別倒産件数図2-6-3　業種別倒産件数

６　企業関連

図2-6-1　倒産件数及び前年比 図2-6-2　負債総額及び前年比

図2-6-5　企業倒産件数、負債総額及び前年同月比

【 指標は Ｐ.83～Ｐ.86に掲載 】
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(イ)　中小企業景気動向調査（業況DI)

日本銀行福島支店の「全国企業短期経済観測調査（福島県分）」によると、令和

元（平成３１）年の全産業の業況判断DIは、３月調査でプラス６ポイント、６月調査で

プラス１ポイント、９月調査でプラス７ポイント、１２月調査でプラス３ポイントとなり、

プラス圏内ながらも足踏み状態で推移した（図2-6-6）。

業種別にみると、製造業は平成２８年９月調査以降プラスポイントを維持していた

が、令和元年６月調査で０ポイントとなり、１２月調査ではマイナスポイントとなった。ま

た、非製造業はプラスポイントを維持しながら推移した（図2-6-6）。

（公財）福島県産業振興センターの「中小企業景気動向調査」によると、令和元

（平成３１）年の中小企業（全産業）の業況ＤＩは、前年から引き続き低調な動きが続

き、年間を通してマイナス圏内で推移した（図2-6-7）。

業種別にみると、すべての業種で年間を通し、マイナス圏内で推移した

（図2-6-8～12）。

第２章　統計データでみる福島県経済

（２）　業況判断

(ア)　全国企業短期経済観測調査(福島県分)（業況判断DI)

【全国企業短期経済観測調査（日銀短観）】
業況等の現状・先行きに関する判断や、事業計画に関する実績・予測など、企業活動全般に関す
る調査項目について、日本銀行が四半期ごとに実施するビジネス・サーベイです。
調査対象は資本金２千万円以上であるため、いわゆる零細企業は対象にならない点に留意する
必要があります。また、各支店（例：日銀福島支店）が公表する「支店短観」は、各地域の産業構造を反
映するため、全国分の短観が調査・集計対象としていない先（大手企業の出先事務所等）も一部調査・集
計対象としています。業況判断ＤＩは業況（「収益を中心とした、業況についての全般的な判断」）が「良い」と回
答した企業の割合から「悪い」と回答した企業の割合を差し引いた数値で、企業の収益性と相関があ
ります。
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ん

図2-6-12　サービス業（良い－悪い）

備考１　（資料：（公財）福島県産業振興センター「中小企業景気動向調査」より作成。）

備考１　（資料：日本銀行福島支店「全国企業短期経済観測調査（福島県分）」より作成。）

図2-6-7　全産業（良い－悪い） 図2-6-8　製造業（良い－悪い）

図2-6-9　建設業（良い－悪い） 図2-6-10　卸売業（良い－悪い）

図2-6-11　小売業（良い－悪い）

６　企業関連

図2-6-6　業況判断DI（良い－悪い）

【 指標は Ｐ.87～Ｐ.88に掲載 】
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(イ)　貸出残高

県内金融機関の令和元（平成３１）年末における貸出残高は、総額４兆６,６６７億

円、前年比０.８％増となり、９年連続で前年を上回った（図2-7-3）。

金融機関別寄与度をみると、「信用組合」は下降に寄与したが、「銀行」、「第二地

銀」及び「信用金庫」は上昇に寄与した（図2-7-4）。

第２章　統計データでみる福島県経済

(ア)　預金残高

（１）　金融機関預貸残高

７　金融

県内金融機関（銀行、第二地銀、信用金庫、信用組合）の令和元（平成３１）年末におけ

る預金残高は、総額は９兆９,９１４億円、前年比１.６％増となり、３年振りに前年を

上回った（図2-7-1）。

県内金融機関の預金残高は、一般預金（個人、法人預金）が前年を上回って推

移したことから、前年を上回った。

金融機関別寄与度をみると、「第二地銀」及び「信用組合」は横ばいだったが、

「銀行」及び「信用金庫」が上昇に寄与した。

　 特に「銀行」は１．４％増と、他の金融機関より大きく上昇に寄与した（図2-7-2）。

【預金残高】
預金残高の増減率は金融機関の信用力を示します。経営破綻が相次いで信用不安が起きれば、
預金が流出します。法人預金は売上げ低迷による余資の減少や、預貸相殺の動きが続くと減少し、
個人預金は収入が落ち込むと減少します。増加する理由には逆のことが言えます。

【貸出残高】
景気拡大期には企業が設備投資を増やし、資金需要が拡大するため貸出残高は増加します。法
人向けは企業が新規借入よりも債務の返済を優先させたり、金融機関が不良債権処理を優先させた
りすると、貸出は減少します。個人向けは住宅ローン等が堅調だと増加します。
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（資料：日本銀行福島支店資料により作成。）

（資料：日本銀行福島支店資料により作成。）備考１

図2-7-3　金融機関貸出残高及び前年比

備考１

図2-7-4　金融機関貸出残高寄与度

７　金融

図2-7-1　金融機関預金残高及び前年比 図2-7-2　金融機関預金残高寄与度

【 指標は Ｐ.89～Ｐ.90に掲載 】
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第２章　統計データでみる福島県経済

（２）　貸出約定平均金利

　県内金融機関の令和元（平成３１）年末における貸出約定平均金利は、地方銀行

で０.７５９％で前年差０.０６３ポイント低下、信用金庫は１.５３２％で前年差０.０３２ポイ

ント低下となった（図2-7-5）。

県内金融機関の貸出約定平均金利は、日本銀行による量的・質的金融緩和政策

や金融機関間の競合などの影響がみられ前年を下回った（図2-7-5）。

なお、全国と比較すると、平成３０年に引き続き令和元（平成３１）年も全国を下回る

動きとなり、歴史的な低水準となった（図2-7-6）。

【貸出約定平均金利】
金融機関が過去に貸し出しを行った際の貸出金利を現在の貸出残高で加重平均したものです。
銀行融資の金利を示す指標です。
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県　（資料：日本銀行福島支店「福島県金融経済概況」より作成。）

全国（資料：日本銀行「貸出約定平均金利の推移」より作成。）

７　金融

図2-7-5　金融機関別貸出約定平均金利（県）

備考１

図2-7-6　貸出約定平均金利（県・全国）

2

【 指標は Ｐ.90に掲載 】
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（１）　日経平均株価

第２章　統計データでみる福島県経済

８　市場

 　令和元（平成３１）年の東証一部日経平均株価（225種、期中平均値）は２１,６９７円２３

銭、前年差　６１３円５０銭安となり、３年振りに前年を下回った（図2-8-1）。

１年間の推移（各月の期中平均値）をみると、１月に２０千円台中盤で始まり、１１月

に前月比４．９％上昇するなどの動きがみられ、１２月には２３千円台後半まで上昇した

（図2-8-2）。

(２)　円相場

 　令和元（平成３１）年の東京外国為替市場の円相場（期中平均値）は対ドルでは１０８
円９９銭、前年差１円４１銭の円高、２年連続で前年から円高となった。一方、対ユー
ロでは１２２円２銭で前年差８円３３銭の円高となった（図2-8-3）。

　１年間の推移（各月の期中平均値）をみると、対ドルでは、１月に１０８円台で始ま
り、堅調な米国景気を背景に４月まで円安方向に推移した後、米中貿易摩擦の激化
等により８月まで円高方向に推移した。その後、米中通商協議の進展の期待等を受
けて、１２月まで円安方向に推移した。（図2-8-3）。

【日経平均株価】
日本経済新聞社が東京証券取引所第一部に上場している225銘柄（定期的に入れ替え）を対象に
平均金額を算出したもので、株式市場全体の株価水準を示す代表的な指標です。株価が上昇する
と、企業資産の含み益が増え、企業活動に好影響を与えます。また、株式取引に直接参加していな
い消費者や経営者にも大きな心理的影響を与えるため、景気の先行指標といわれます。

【円相場】
円とドルの交換比率（対ドルの為替レート）です。為替レートは商品の値段を決めるときと同様に需給バ
ランスで決まります。その通貨を必要とする人が増えれば値上がりしますし、減れば値下がりします。
為替レートの変動は、外国貿易を行っている企業に直接的な影響を及ぼし、「円高」では輸出業者が
損をして輸入業者が得をします。「円安」の場合は逆になります。また、円高になると輸入品価格が低
下し、物価下落の要因となる一方、輸出価格が上昇し、国際競争力を低下させます。円相場が日本
経済全体に与える影響はとても大きいため、政府・日銀が介入する場合もあります。
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（資料：日本経済新聞、東京証券取引所資料により作成。）

（資料：日本経済新聞より作成。）

８　市場

　　　　　　　　　図2-8-2　日経平均株価（期中平均値）及び出来高

図2-8-1　日経平均株価（期中平均値）及び出来高 〔参考〕
日経平均株価上昇・下落率の上位（R元年末日時点）

備考１

備考１

 図2-8-3　円相場・ユーロ相場（期中平均値）

【 指標は Ｐ.90に掲載 】
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福島県景気動向指数(ＣＩ)のうち、景気とほぼ一致して動く「一致指数」の動きをみる

と、平成２０年後半、リーマン・ショックの影響から大幅に下降した後、平成２１年３月に

ようやく上昇に転じ、平成２３年２月まで上昇基調で推移した。

平成２３年３月、東日本大震災により急激に下降したものの、翌月から持ち直しの動

きに転じ、平成２４年５月まで上昇基調となった。その後、海外経済の減速などから低

調な動きがみられたものの、復興需要が県内景気をけん引し、平成２４年１０月から平

成２６年３月の消費税率引き上げ前の駆け込み需要期が終わるまで上昇傾向となっ

た。

　 平成２６年４月は駆け込み需要の反動減が起こり、その後も生産活動が弱含んだこと

から下降が続いた。

令和元（平成３１）年は９月に、１０月の消費税率引き上げ前の駆け込み需要があった

ものの、１０月以降はその反動減もあり、全体として下降基調で推移した（図2-9-1)。

第２章　統計データでみる福島県経済

９　景気動向指数

【景気動向指数（ＣＩ（Composite Indexes）とＤＩ（Diffusion Indexes）】

景気動向指数には、ＣＩ（ｺﾝﾎﾟｼﾞｯﾄ・ｲﾝﾃﾞｯｸｽ）とＤＩ（ﾃﾞｨﾌｭｰｼﾞｮﾝ・ｲﾝﾃﾞｯｸｽ）という２つの指数があ

ります。ＣＩとは、景気変動の勢いや大きさといった、景気の強弱を定量的に計測するための指数で

あり、各採用系列の変化率を合成して作成されます。また、ＤＩとは景気の波及・浸透度合いや、景

気の局面の判定を把握するための指数であり、採用系列の中で、上昇（拡張）を示している割合を

計算することにより求められます。
景気動向指数は、景気に先行して動く先行指数、景気と一致して動く一致指数、景気に遅れて動
く遅行指数の３つに分類することができます。一致指数は、景気の現状把握を行う場合に用いられ
ます。また、先行指数は、一致指数よりも数か月先行して動くことから、景気の動きを予測するため
に、遅行指数は、一致指数から数か月～半年ほど遅行することから、景気の転換点や局面を確認
するために、それぞれ用いられます。
※景気動向指数は、令和２年１月分（令和２年３月２５日公表）より、平成２２年基準から平成２７年基
準に改定しています。
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図2-9-1　福島県景気動向指数

図参考１　福島県景気動向指数（累積ＤＩ）の年次推移

９　景気動向指数

（資料：福島県統計課「福島県景気動向指数」より作成。）

２
（シャドウの部分は福島県経済の景気後退期を示している。）
（平成２７＝１００。）

３

３

備考１

（資料：福島県統計課「福島県景気動向指数」より作成。）

備考１

２
（シャドウの部分は福島県経済の景気後退期を示している。）
（比較のため、先行指数に2,500、遅行指数に1,000を加算している。）

【 指標は Ｐ.91に掲載 】

景気動向指数（CI)の推移

（参 考）

30

80

130

180

230

280

S61S62S63S64 H2 H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10H11H12H13H14H15H16H17H18H19H20H21H22H23H24H25H26H27H28H29H30H31

（ポイント）

平
成
不
況

円
高
不
況

S60.4   S61.11 H12.10  H14.1H3.6          H6.2 H9.3   H11.6 H19.10 H21.4

バ
ブ
ル
景
気

I
T
バ
ブ
ル

リ
ー
マ
ン
・
シ
ョ
ッ
ク

先行指

一致指数

遅行指

東
日
本
大
震
災

カ
ン
フ
ル
景
気

い
ざ
な
み
景
気

H24.4

H24.9

0

500

1000

1500

2000

2500

3000

3500

4000

S61S62S63S64H2 H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10H11H12H13H14H15H16H17H18H19H20H21H22H23H24H25H26H27H28H29H30H31

（ポイント）

平
成
不
況

円
高
不
況

S60.4   S61.11 H12.10  H14.1H3.6         H6.2 H9.3    H11.6 H19.10 H21.4

バ
ブ
ル
景
気

I
T
バ
ブ
ル

リ
ー
マ
ン
・
シ
ョ
ッ
ク

先行指数

一致指数

遅行指数

H24.4
H24.9

カ
ン
フ
ル
景
気

い
ざ
な
み
景
気

東
日
本
大
震
災

－55－



（１）　福島県年次経済報告書　判断の推移

第２章　統計データでみる福島県経済

１０　その他



１０　その他　



機関名

判断 コメント 判断 コメント 判断 コメント 判断 コメント

H31.1 → 景気は、緩やかに回復して
いる。 →

一部に弱い動きがみられる
ものの、緩やかに持ち直して
いる。

→

県内景気は、一部に弱い動
きがみられるものの、総じて
みれば緩やかに回復してい
る。

→
県内の景気は、先行きに不
透明感がみられるものの、緩
やかに持ち直している。

H31.2 → 景気は、緩やかに回復して
いる。 →

一部に弱い動きがみられる
ものの、緩やかに持ち直して
いる。

→

県内景気は、一部に弱い動
きがみられるものの、総じて
みれば緩やかに回復してい
る。

→
県内の景気は、先行きに不
透明感がみられるものの、緩
やかに持ち直している。

H31.3 ↓
景気は、このところ輸出や生
産の一部に弱さもみられる
が、緩やかに回復している。

↓
一部に持ち直しの動きがみ
られるものの、足踏み状態と
なっている。

→

県内景気は、一部に弱い動
きがみられるものの、総じて
みれば緩やかに回復してい
る。

→
県内の景気は、先行きに不
透明感がみられるものの、緩
やかに持ち直している。

H31.4 →
景気は、このところ輸出や生
産の一部に弱さもみられる
が、緩やかに回復している。

→
一部に持ち直しの動きがみ
られるものの、足踏み状態と
なっている。

→

県内景気は、一部に弱い動
きがみられるものの、総じて
みれば緩やかに回復してい
る。

→
県内の景気は、先行きに不
透明感がみられるものの、緩
やかに持ち直している。

R元.5 ↓
景気は、輸出や生産に弱さ
が続いているものの、緩やか
に回復している。

→
一部に持ち直しの動きがみ
られるものの、足踏み状態と
なっている。

→

県内景気は、一部に弱い動
きがみられるものの、総じて
みれば緩やかに回復してい
る。

→
県内の景気は、先行きに不
透明感がみられるものの、緩
やかに持ち直している。

R元.6 →
景気は、輸出や生産に弱さ
が続いているものの、緩やか
に回復している。

→
一部に持ち直しの動きがみ
られるものの、足踏み状態と
なっている。

→

県内景気は、一部に弱い動
きがみられるものの、総じて
みれば緩やかに回復してい
る。

→
県内の景気は、先行きに不
透明感がみられるものの、緩
やかに持ち直している。

R元.7 →
景気は、輸出を中心に弱さ
が続いているものの、緩やか
に回復している。

→
一部に持ち直しの動きがみ
られるものの、足踏み状態と
なっている。

→

県内景気は、一部に弱い動
きがみられるものの、総じて
みれば緩やかに回復してい
る。

→
県内の景気は、先行きに不
透明感がみられるものの、緩
やかに持ち直している。

R元.8 →
景気は、輸出を中心に弱さ
が続いているものの、緩やか
に回復している。

→
一部に持ち直しの動きがみ
られるものの、足踏み状態と
なっている。

－ （公表なし） →
県内の景気は、先行きに不
透明感がみられるものの、緩
やかに持ち直している。

R元.9 →
景気は、輸出を中心に弱さ
が続いているものの、緩やか
に回復している。

→
一部に持ち直しの動きがみ
られるものの、足踏み状態と
なっている。

→

県内景気は、一部に弱い動
きがみられるものの、総じて
みれば緩やかに回復してい
る。

→
県内の景気は、先行きに不
透明感がみられるものの、緩
やかに持ち直している。

R元.10 ↓
景気は、輸出を中心に弱さ
が長引いているものの、緩や
かに回復している。

→
一部に持ち直しの動きがみ
られるものの、足踏み状態と
なっている。

→

県内景気は、一部に弱い動
きがみられるものの、総じて
みれば緩やかに回復してい
る。

→
県内の景気は、先行きに不
透明感がみられるものの、緩
やかに持ち直している。

R元.11 →
景気は、輸出を中心に弱さ
が長引いているものの、緩や
かに回復している。

→
一部に持ち直しの動きがみ
られるものの、足踏み状態と
なっている。

↓

県内景気は、一部に弱い動きが
みられることに加え、台風19号等
の影響が生産を中心に下押しし
ていることから、回復に向けた動
きが足踏み状態にある。

→
県内の景気は、先行きに不
透明感がみられるものの、緩
やかに持ち直している。

R元.12 ↓

景気は、輸出が引き続き弱
含むなかで、製造業を中心
に弱さが一段と増しているも
のの、緩やかに回復してい
る。

↓ 足踏み状態となっている。 →

県内景気は、台風19号等による
下押しの影響は徐々に和らいで
いるものの、一部に弱い動きが
みられることから、回復に向けた
動きが足踏み状態にある。

→
県内の景気は、先行きに不
透明感がみられるものの、緩
やかに持ち直している。

１０　その他　

最近の県経済動向

内閣府 東北経済産業局 日本銀行福島支店 福島県

公表月
「月例経済報告」 「管内(東北６県)の経済動向」 「福島県金融経済概況」
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